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The Current Situation and the Issues 
Concerning Tutoring for International Students by WAWA Volunteer Tutors
−Based on the Results of the Questionnaire for Volunteer Tutors−
Mariko Uzuka, Yoko Hirota, Masumi Oka, Hiromi Fukada
Abstract
Uzuka and Oka（2016） studied the result of the questionnaire for international students who had tutorials by
International Student Support Volunteer Group, WAWA during the period from April 2007 to March 2015 and
clariﬁed some issues such as the necessity of regular tutoring, demand to accommodate a wide variety of situations, 
enhancing the quality of volunteer tutors and so on.  Meanwhile, a questionnaire survey for volunteer tutors was also 
conducted.  In this paper, the authors examine the situation and the issues of tutoring for international students based 
on the results of this tutor survey.
A total of 113 volunteer tutors （a response rate 77.9%）responded to the survey. Research has found that
periodicity, frequency and the number of items covered by tutoring are the three factors that are related to tutor
satisfaction. Authors recognize statistical difﬁculties that there can be a mutual inﬂuence relationship among the
three factors and the satisfaction of the tutors and the data used in this study are irregular repeated measurements.
Based on these points of consideration, the results of this survey targeting tutors revealed that the satisfaction level of 
tutors who conducted periodic tutoring was signiﬁcantly higher than those who did not.  In addition, it was conﬁrmed 
that the degree of satisfaction of tutors with more frequent tutoring was signiﬁcantly higher than those with less
frequent one and the satisfaction of tutors who accommodated more items was signiﬁcantly higher than those who 
did less. Therefore, the result shows that it is the most important tasks for WAWA staff and advising teachers to build 
a tutoring system that can conduct periodic tutoring which offer multiple services including various living support




























１．～ 10人 　₃₆ 　₅ 　11.9 　　9.2 　　7.4
２．11 ～ 20人 1₃2 1₈ 　42.9 　14.2 　　9.7
３．21 ～ 30人 　4₅ 　₈ 　19.0 　2₅.6 　17.5
４．31 ～ 40人 　11 　4 　　9.5 　₃2.8 　1₃.5
５．41 ～ 50人 　　7 　₃ 　　7.1 　4₈.0 　₃1.3
６．51 ～ 60人 　　₃ 　0 　　0.0 　　0.0 　　0.0
７．61 ～ 70人 　　₃ 　0 　　0.0 　　0.0 　　0.0
８．71 ～ 80人 　　1 　0 　　0.0 　　0.0 　　0.0
９．81人～ 　　₅ 　4 　　9.5 141.0 112.3
無回答 　₃ － －





























制定年 回答数 制定年 回答数 制定年 回答数 制定年 回答数
1978年 0 1988年 1 1998年 1 2008年 　1
1979　 0 1989　 1 1999　 1 2009　 　2
1980　 1 1990　 0 2000　 1 2010　 　1
1981　 0 1991　 0 2001　 1 2011　 　0
1982　 0 1992　 0 2002　 1 2012　 　0
1983　 0 1993　 0 2003　 1 2013　 　0
1984　 0 1994　 0 2004　 1 2014　 　1
1985　 0 1995　 0 2005　 0 2015　 　2
1986　 0 1996　 0 2006　 0 2016　 　₃






































１．～ 10人 　₃₆ 　₅ 　11.9 　　9.2 　　7.4
２．11 ～ 20人 1₃2 1₈ 　42.9 　14.2 　　9.7
３．21 ～ 30人 　4₅ 　₈ 　19.0 　2₅.6 　17.5
４．31 ～ 40人 　11 　4 　　9.5 　₃2.8 　1₃.5
５．41 ～ 50人 　　7 　₃ 　　7.1 　4₈.0 　₃1.3
６．51 ～ 60人 　　₃ 　0 　　0.0 　　0.0 　　0.0
７．61 ～ 70人 　　₃ 　0 　　0.0 　　0.0 　　0.0
８．71 ～ 80人 　　1 　0 　　0.0 　　0.0 　　0.0
９．81人～ 　　₅ 　4 　　9.5 141.0 112.3
無回答 　₃ － －












項　　目 明文化％ 非明文化％ 計　％
１．現行制度はうまく運用しているが，改正したい 10 　₅0.0 　4 　1₆.0 14 　₃1.1
２．現行制度はうまく運用しているので，改正の予定はない 　7 　₃₅.0 　9 　₃₆.0 1₆ 　₃₅.₆
３．現行制度はうまく運用できていないので，改正したい 　2 　10.0 　7 　2₈.0 　9 　20.0
４．現行制度はうまく運用できていないが，改正の予定はない 　1 　　₅.0 　4 　1₆.0 　₅ 　11.1
無回答 　0  　　0.0 　1 　　4.0 　1 　　2.2
















項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 無
１．給与（諸手当を含む）の判定をするため 4.29 19 1₆ 　₅ 　1 　0 　4
２．昇進・昇格を判定するため 4.00 14 17 　₆ 　1 　2 　₅
３．賞与を判定するため 4.17 1₈ 1₆ 　4 　2 　1 　4
４．自社への貢献（可能性を含）を判定するため 4.00 10 2₃ 　₆ 　2 　0 　4
５．仕事に関する技能・能力開発をはかるため 3.9₈ 10 24 　₅ 　₃ 　0 　₃
６．人材育成をはかるため 3.7₅ 11 1₅ 　₈ 　₅ 　1 　₅
７．職場の適正配置（配属）をはかるため 3.0₃ 　2 12 1₃ 11 　2 　₅
８．社内異動を判定するため 2.0₅ 　0 　4 　₈ 14 14 　₅
９．現仕事との適合をはかるため 2.₈0 　₃ 　7 1₅ 　9 　₆ 　₅
10．職場内でのコミュニケーション能力の向上をはかるため 2.₆0 　2 　9 10 　9 10 　₅
11．顧客や取引先からの苦情やクレームを減少させるため 3.0₃ 　₅ 14 　₅ 　9 　7 　₅
12．仕事のやり方について効率・合理化をはかるため 3.2₈ 　₆ 12 12 　₅ 　4 　₆
13．自社のコンプライアンスへの理解度を向上させるため 3.1₃ 　₅ 　₈ 17 　₅ 　4 　₆
14．顧客や取引先からの評価を向上させるため 3.₅9 11 1₃ 　7 　4 　4 　₆
15．日常の仕事態度を向上させるため 3.₈2 　₈ 21 　₆ 　₃ 　1 　₆
16．仕事モティベーションを向上させるため 3.72 　₈ 1₈ 　9 　2 　2 　₆
17．経営理念への理解度を向上させるため 3.0₈ 　2 11 1₈ 　4 　4 　₆
18．組織目標と個人目標との統合をはかるため 3.0₅ 　₃ 1₃ 12 　₅ 　₆ 　₆
19．経営方針への理解度を向上させるため 3.10 　₃ 11 1₆ 　₅ 　4 　₆
20．社内・外研修への参加を判定するため 2.₅1 　0 　4 1₈ 11 　₆ 　₆
21．自己啓発の積極性の向上をはかるため 3.2₆ 　4 14 12 　₆ 　₃ 　₆
22．仕事改善に関する提案や意見の増加をはかるため 3.21 　₃ 14 14 　4 　4 　₆
23．全社的な活動への参加の積極性の向上をはかるため 2.90 　1 10 1₈ 　4 　₆ 　₆
24．経営トップもしくは管理者との信頼感を向上させるため 3.₃1 　2 1₆ 1₆ 　2 　₃ 　₆
25．日常の仕事スキルを向上させるため 3.₅4 　₅ 1₆ 14 　₃ 　1 　₆




27．管理者能力を判定するため 3.0₃ 　₃ 11 14 　₆ 　₅ 　₆
28．後継者や部下育成能力の向上をはかるため 3.00 　2 1₃ 1₃ 　₅ 　₆ 　₆
















項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 無
１．給与（諸手当を含む）の判定をするため 3.₆₅ 　₃ 21 1₅ 　1 　0 　₅
２．昇進・昇格を判定するため 3.₃1 　1 1₆ 1₈ 　2 　2 　₆
３．賞与を判定するため 3.₅₈ 　₃ 21 1₃ 　2 　1 　₅
４．自社への貢献（可能性を含）を判定するため 3.1₈ 　1 12 21 　₅ 　1 　₅
５．仕事に関する技能・能力開発をはかるため 3.1₈ 　2 10 21 　7 　0 　₅
６．人材育成をはかるため 2.97 　1 　₈ 20 　9 　1 　₆
７．職場の適正配置（配属）をはかるため 2.₈0 　1 　7 19 　9 　4 　₅
８．社内異動を判定するため 2.2₃ 　0 　2 1₆ 10 11 　₆
９．現仕事との適合をはかるため 2.74 　1 　₆ 19 　₈ 　₅ 　₆
10．職場内でのコミュニケーション能力の向上をはかるため 2.72 　0 11 1₃ 　₈ 　7 　₆
11．顧客や取引先からの苦情やクレームを減少させるため 2.77 　1 　9 1₅ 　₈ 　₆ 　₆
12．仕事のやり方について効率・合理化をはかるため 2.₈9 　1 　₆ 22 　₆ 　₃ 　₆
13．自社のコンプライアンスへの理解度を向上させるため 2.74 　1 　4 22 　₆ 　₅ 　₆
14．顧客や取引先からの評価を向上させるため 3.0₅ 　1 12 17 　4 　4 　₆
15．日常の仕事態度を向上させるため 3.1₈ 　1 1₃ 17 　₆ 　1 　₆
16．仕事モティベーションを向上させるため 3.24 　₃ 12 1₆ 　₅ 　2 　₆
17．経営理念への理解度を向上させるため 2.₆₈ 　1 　₅ 1₈ 　9 　₅ 　₆
18．組織目標と個人目標との統合をはかるため 2.₆1 　0 　₆ 1₈ 　7 　7 　₆
19．経営方針への理解度を向上させるため 2.71 　0 　₈ 1₆ 　9 　₅ 　₆
20．社内・外研修への参加を判定するため 2.₃9 　0 　1 20 10 　7 　₆
21．自己啓発の積極性の向上をはかるため 2.71 　1 　4 20 　9 　4 　₆
22．仕事改善に関する提案や意見の増加をはかるため 2.79 　1 　₆ 1₈ 10 　₃ 　₆
23．全社的な活動への参加の積極性の向上をはかるため 2.₅₅ 　0 　₃ 21 　₈ 　₆ 　₆
24．経営トップもしくは管理者との信頼感を向上させるため 2.₈2 　0 　₆ 22 　7 　₃ 　₆
25．日常の仕事スキルを向上させるため 3.14 　1 　9 21 　₆ 　0 　7
26．自己目標の修正や適合をはかるため 2.₈4 　1 　4 2₃ 　₈ 　2 　₆
27．管理者能力を判定するため 2.71 　0 　₅ 20 10 　₃ 　₆
28．後継者や部下育成能力の向上をはかるため 2.7₆ 　0 　9 1₆ 　₈ 　₅ 　₆





項　　目 明文化％ 非明文化％ 計　％
１．現行制度はうまく運用しているが，改正したい 10 　₅0.0 　4 　1₆.0 14 　₃1.1
２．現行制度はうまく運用しているので，改正の予定はない 　7 　₃₅.0 　9 　₃₆.0 1₆ 　₃₅.₆
３．現行制度はうまく運用できていないので，改正したい 　2 　10.0 　7 　2₈.0 　9 　20.0
４．現行制度はうまく運用できていないが，改正の予定はない 　1 　　₅.0 　4 　1₆.0 　₅ 　11.1
無回答 　0 　　0.0 　1 　　4.0 　1 　　2.2
















項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 無
１．給与（諸手当を含む）の判定をするため 4.29 19 1₆ 　₅ 　1 　0 　4
２．昇進・昇格を判定するため 4.00 14 17 　₆ 　1 　2 　₅
３．賞与を判定するため 4.17 1₈ 1₆ 　4 　2 　1 　4
４．自社への貢献（可能性を含）を判定するため 4.00 10 2₃ 　₆ 　2 　0 　4
５．仕事に関する技能・能力開発をはかるため 3.9₈ 10 24 　₅ 　₃ 　0 　₃
６．人材育成をはかるため 3.7₅ 11 1₅ 　₈ 　₅ 　1 　₅
７．職場の適正配置（配属）をはかるため 3.0₃ 　2 12 1₃ 11 　2 　₅
８．社内異動を判定するため 2.0₅ 　0 　4 　₈ 14 14 　₅
９．現仕事との適合をはかるため 2.₈0 　₃ 　7 1₅ 　9 　₆ 　₅
10．職場内でのコミュニケーション能力の向上をはかるため 2.₆0 　2 　9 10 　9 10 　₅
11．顧客や取引先からの苦情やクレームを減少させるため 3.0₃ 　₅ 14 　₅ 　9 　7 　₅
12．仕事のやり方について効率・合理化をはかるため 3.2₈ 　₆ 12 12 　₅ 　4 　₆
13．自社のコンプライアンスへの理解度を向上させるため 3.1₃ 　₅ 　₈ 17 　₅ 　4 　₆
14．顧客や取引先からの評価を向上させるため 3.₅9 11 1₃ 　7 　4 　4 　₆
15．日常の仕事態度を向上させるため 3.₈2 　₈ 21 　₆ 　₃ 　1 　₆
16．仕事モティベーションを向上させるため 3.72 　₈ 1₈ 　9 　2 　2 　₆
17．経営理念への理解度を向上させるため 3.0₈ 　2 11 1₈ 　4 　4 　₆
18．組織目標と個人目標との統合をはかるため 3.0₅ 　₃ 1₃ 12 　₅ 　₆ 　₆
19．経営方針への理解度を向上させるため 3.10 　₃ 11 1₆ 　₅ 　4 　₆
20．社内・外研修への参加を判定するため 2.₅1 　0 　4 1₈ 11 　₆ 　₆
21．自己啓発の積極性の向上をはかるため 3.2₆ 　4 14 12 　₆ 　₃ 　₆
22．仕事改善に関する提案や意見の増加をはかるため 3.21 　₃ 14 14 　4 　4 　₆
23．全社的な活動への参加の積極性の向上をはかるため 2.90 　1 10 1₈ 　4 　₆ 　₆
24．経営トップもしくは管理者との信頼感を向上させるため 3.₃1 　2 1₆ 1₆ 　2 　₃ 　₆
25．日常の仕事スキルを向上させるため 3.₅4 　₅ 1₆ 14 　₃ 　1 　₆


















項　　目 回答数 項　　目 回答数
１．目標管理 1₆ 13．昇進・昇級方法の社内への情報公開 　₈
２．360度評価 　7 14．給与決定方法の社内への情報公開 　9
３．同僚評価 　₈ 15．賞与決定方法の社内への情報公開 　9
４．コンピテンシー評価 　₃ 16．技能労働者等へ人事評価方法の説明会を開催 　1
５．評価内容のフィードバック 　₆ 17．技能労働者等へ昇進・昇級方法の説明会を開催 　1
６．面談 20 18．技能労働者等へ給与決定方法の説明会を開催 　1
７．役員面接 　₆ 19．技能労働者等へ賞与決定方法の説明会を開催 　1
８．自己評価 10 20．自己啓発（資格取得等）への支援や補助 20
９．評価者対象の研修や説明会の開催 　₃ 21．成績優秀者の表彰 　₅
10．技能労働者等からの問合せ対応 　₆ 22．インセンティブ旅行の開催 　4























項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 無
１．獲得利益や売上の金額数字や割合 3.79 10 1₆ 10 　1 　2 　₆
２．成果に基づく会社への貢献度の高さ 4.0₈ 10 22 　7 　0 　0 　₆
３．仕事の処理・対応の速さ 4.1₈ 12 2₃ 　₃ 　1 　0 　₆
４．仕事の処理・対応の正確さ 4.₃₃ 1₃ 2₆ 　0 　0 　0 　₆
５．事務（書類・資料作成）の処理・対応能力の高さ 3.97 12 17 　7 　₃ 　0 　₆
６．専門性（知識・仕事経験）の高さ 4.₃₃ 1₅ 22 　2 　0 　0 　₆
７．仕事に関する創意工夫の高さ 4.2₆ 1₆ 17 　₆ 　0 　0 　₆
８．仕事に関する判断の速さ 4.11 14 1₅ 　₈ 　1 　0 　7
９．仕事に関する企画力の高さ 3.9₅ 10 1₆ 12 　0 　0 　7
10．部下・同僚への配慮ができること 4.1₅ 1₅ 1₅ 　9 　0 　0 　₆
11．仕事に関する責任感の強さ 4.₅4 2₃ 17 　1 　0 　0 　4
12．顧客や取引先への折衝力の高さ 4.0₅ 10 22 　₆ 　1 　0 　₆
13．自己成長の意欲の強さ 4.0₃ 1₃ 1₆ 　₈ 　2 　0 　₆
14．顧客や取引先からの信頼の高さ 4.₅1 2₃ 1₃ 　₃ 　0 　0 　₆
15．職場での協調性が高いこと 3.92 10 19 　₈ 　1 　1 　₆
16．目標達成意欲の高さ 3.92 11 17 　9 　1 　1 　₆
17．仕事に対する真摯な態度の強さ 4.0₈ 11 20 　₈ 　0 　0 　₆
18．仕事の安全・品質・原価管理能力の高さ 4.₃1 19 1₃ 　7 　0 　0 　₆
19．上司への報告・連絡・相談がよくできること 4.10 1₃ 1₈ 　7 　1 　0 　₆
20．コンプライアンス精神の強いこと 3.₆9 　₆ 1₈ 12 　₃ 　0 　₆
21．自社の社会貢献活動への理解の高さ 3.₃2 　₆ ₈ 17 　₆ 　1 　7
22．自社経営理念や方針への理解の高さ 3.₃₃ 　₅ 11 1₆ 　₆ 　1 　₆
23．部下育成能力の高さ 3.74 　₈ 1₆ 12 　₃ 　0 　₆
24．仕事に関する表現力や説明力の高さ 3.₅4 　7 12 1₅ 　₅ 　0 　₆
25．自社経営数字への理解の高さ 3.2₃ 　4 11 1₅ 　₈ 　1 　₆
26．上司への信頼の高さ 3.₈2 　7 21 　₈ 　₃ 　0 　₆
27．トラブル対応への能力の高さ 4.0₅ 10 21 　₈ 　0 　0 　₆
28．仕事に関する情報の収集量 3.44 　₆ 10 19 　₃ 　1 　₆
29．仕事に関して収集した情報の活用度合い 3.₃₈ 　₆ 　9 19 　4 　1 　₆
30．顧客志向意識の高さ 3.₆9 　7 1₈ 　9 　₅ 　0 　₆
31．年齢による社会人としての経験値の高さ 3.₅1 　₆ 11 19 　₃ 　0 　₆
32．経験年数による作業の習熟度合いの高さ 3.90 　₈ 20 10 　1 　0 　₆




























項　　目 回答数 項　　目 回答数
１．目標管理 1₆ 13．昇進・昇級方法の社内への情報公開 　₈
２．360度評価 　7 14．給与決定方法の社内への情報公開 　9
３．同僚評価 　₈ 15．賞与決定方法の社内への情報公開 　9
４．コンピテンシー評価 　₃ 16．技能労働者等へ人事評価方法の説明会を開催 　1
５．評価内容のフィードバック 　₆ 17．技能労働者等へ昇進・昇級方法の説明会を開催 　1
６．面談 20 18．技能労働者等へ給与決定方法の説明会を開催 　1
７．役員面接 　₆ 19．技能労働者等へ賞与決定方法の説明会を開催 　1
８．自己評価 10 20．自己啓発（資格取得等）への支援や補助 20
９．評価者対象の研修や説明会の開催 　₃ 21．成績優秀者の表彰 　₅
10．技能労働者等からの問合せ対応 　₆ 22．インセンティブ旅行の開催 　4











































































項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ ９ 無
１．評価期間を振り返っての成果 3.₈₈ 　7 14 　2 　1 　2 1₃ 　₆
２．評価期間を振り返っての課題 3.₅₈ 　2 17 　₃ 　2 　2 1₃ 　₆
３．課題解決に向けた今後の行動 3.92 　₃ 20 　2 　0 　1 1₃ 　₆
４．評価者からの評価結果 3.4₆ 　4 　₈ 12 　0 　2 1₃ 　₆
５．技能労働者等の自己評価 3.2₃ 　₃ 　₆ 1₃ 　2 　2 1₃ 　₆
６．自己評価と評価者からの評価の不一致点のすり合わせ 3.42 　₃ 11 　₈ 　2 　2 1₃ 　₆
７．評価結果に伴う処遇 3.₃₈ 　0 1₃ 11 　1 　1 1₃ 　₆
８．評価者と技能労働者等の信頼関係強化への想い 3.₆2 　₃ 11 11 　1 　0 1₃ 　₆
９．会社に対する要望 3.92 　₅ 1₅ 　₅ 　1 　0 1₃ 　₆
10．技能労働者等への励まし 4.04 　₅ 17 　4 　0 　0 1₃ 　₆















項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ ９ 無
１．評価者と技能労働者等のスケジュールが確保できないこと 2.4₈ 　0 　₅ 　7 　₈ 　₅ 1₃ 　7
２．評価者がどうしても寛大（甘い評価）になること 2.₈₈ 　0 　₈ 　9 　₅ 　₃ 1₃ 　7
３．評価と関係ない話題で終始すること 2.₅2 　0 　2 1₃ 　₆ 　4 1₃ 　7
４．評価者が明確に評価内容を説明できないこと 3.00 　1 　₆ 12 　4 　2 1₃ 　7
５．技能労働者等が一方的に発言し，評価内容が伝わらないこと 2.72 　1 　₆ 　₈ 　₅ 　₅ 1₃ 　7
６．評価者が「悪い点」だけを説明すること 2.₈4 　₃ 　4 　9 　4 　₅ 1₃ 　7
７．技能労働者等の自己評価アピールに終始すること 2.₆4 　0 　₆ 　9 　₅ 　₅ 1₃ 　7
８．処遇に関することに終始し，能力開発等が話題にならないこと 2.7₆ 　0 　₅ 12 　₅ 　₃ 1₃ 　7
９．自己評価と評価者の評価の不一致点が理解しあえないこと 3.00 　0 　₈ 12 　2 　₃ 1₃ 　7
































































１．社長 ₃₃ ₃0 27
２．役員 17 1₆ 　₈
３．人事担当 　7 　₆ 　0
４．上司 1₆ 　₅ 　0
５．同僚 　₈ 　1 　0
６．部下 　₅ 　0 　0
７．本人 　₆ 　₃ 　1
８．顧客 　4 　1 　0






















































































１．社長 ₃₃ ₃0 27
２．役員 17 1₆ 　₈
３．人事担当 　7 　₆ 　0
４．上司 1₆ 　₅ 　0
５．同僚 　₈ 　1 　0
６．部下 　₅ 　0 　0
７．本人 　₆ 　₃ 　1
８．顧客 　4 　1 　0































項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 無
１．評価者が寛大化傾向（実際よりも甘い評価）にあること 3.2₅ 1 14 21 2 2 ₅
２．評価者が厳格化傾向（実際よりも辛い評価）にあること 2.90 0 ₅ 29 ₃ ₃ ₅
３．評価者に中心化傾向（部下の間に個人差がない）があること 3.00 0 10 2₃ 4 ₃ ₅
４．評価者にハロー効果（ひとつの現象で全体の評価をする）があること 3.0₈ 2 ₈ 22 ₅ 2 ₆
５．評価者に極端化傾向（良い悪いが極端）があること 2.90 2 7 21 ₃ ₆ ₆
６．評価者が客観的な基準に照らすのではなく，評価者自身を基準としてしまうこ
とがあること 3.0₅ 1 12 20 ₆ ₃ ₃
７．評価者が論理的に考えるあまり，関連のありそうなことは統一（類似）した評
価をくだす傾向にあること 2.₈2 0 7 21 ₈ ₃ ₆
８．人事評価に関して保守・消極的な雰囲気があること 3.0₃ 2 9 19 ₆ ₃ ₆
９．人事評価がマンネリ化していること 3.2₈ ₃ 11 21 4 1 ₅
10．人事評価をできるスタッフが少ないこと 3.72 ₆ 17 1₅ 1 0 ₆
11．事実でなく，想像や推測・噂で評価をしてしまうこと 2.7₅ 1 7 19 7 ₆ ₅
12．評価対象期間外の出来事にとらわれてしまうこと 2.7₅ 1 ₅ 21 9 4 ₅
13．職務に関係ない私生活も評価に影響させること 2.₆₅ 1 ₃ 22 9 ₅ ₅
14．職務行動と関係ない親近感から甘く評価する傾向があること 2.70 1 ₅ 22 ₅ 7 ₅
15．自分の若いころと比較して辛く評価する傾向があること 2.9₅ 1 ₆ 2₆ 4 ₃ ₅
16．直前の出来事で評価対象期間全体の評価をする傾向があること 3.10 1 1₃ 1₈ ₅ ₃ ₅
17．評価者と技能労働者等とのコミュニケーション不足で日常の職務行動が観察不
足であること 3.2₃ 4 1₃ 1₅ 4 4 ₅
18．部署異動により評価者が評価対象期間中に変わってしまうこと 2.₃₆ 0 1 2₃ 4 11 ₆
19．人事評価よりも目の前の仕事を優先していること 3.1₃ ₃ 11 17 4 4 ₆
20．仕事を休止してまで教育をする余裕がないこと 3.₃₆ 4 1₅ 14 ₃ ₃ ₆
21．人事評価の活用・推進・定着施策が不充分なこと 3.4₃ ₈ 9 1₆ ₆ 1 ₅
22．評価結果と処遇が連動していないこと 2.₈0 2 ₆ 17 12 ₃ ₅
23．評価基準が明確ではないこと 3.2₈ ₆ 10 1₅ 7 2 ₅
24．制度が複雑すぎてうまく運用できないこと 2.40 ₃ 1 1₆ 9 11 ₅
25．評価者と技能労働者等の信頼関係がないこと 2.₆₅ 0 ₃ 2₅ 7 ₅ ₅
26．評価者が人を育てるつもりで評価していないこと 2.₆₈ 1 ₆ 1₈ 9 ₆ ₅
27．仕事は人から盗むもので，人から教わるものではないという風習があること 3.₃₃ ₆ 11 1₅ ₆ 2 ₅
28．技能労働者等に成長する気がないこと 3.0₅ ₃ 10 1₅ 10 2 ₅









































































項　　目 平均値 ５ ４ ３ ２ １ 無
１．評価者が寛大化傾向（実際よりも甘い評価）にあること 3.2₅ 1 14 21 2 2 ₅
２．評価者が厳格化傾向（実際よりも辛い評価）にあること 2.90 0 ₅ 29 ₃ ₃ ₅
３．評価者に中心化傾向（部下の間に個人差がない）があること 3.00 0 10 2₃ 4 ₃ ₅
４．評価者にハロー効果（ひとつの現象で全体の評価をする）があること 3.0₈ 2 ₈ 22 ₅ 2 ₆
５．評価者に極端化傾向（良い悪いが極端）があること 2.90 2 7 21 ₃ ₆ ₆
６．評価者が客観的な基準に照らすのではなく，評価者自身を基準としてしまうこ
とがあること 3.0₅ 1 12 20 ₆ ₃ ₃
７．評価者が論理的に考えるあまり，関連のありそうなことは統一（類似）した評
価をくだす傾向にあること 2.₈2 0 7 21 ₈ ₃ ₆
８．人事評価に関して保守・消極的な雰囲気があること 3.0₃ 2 9 19 ₆ ₃ ₆
９．人事評価がマンネリ化していること 3.2₈ ₃ 11 21 4 1 ₅
10．人事評価をできるスタッフが少ないこと 3.72 ₆ 17 1₅ 1 0 ₆
11．事実でなく，想像や推測・噂で評価をしてしまうこと 2.7₅ 1 7 19 7 ₆ ₅
12．評価対象期間外の出来事にとらわれてしまうこと 2.7₅ 1 ₅ 21 9 4 ₅
13．職務に関係ない私生活も評価に影響させること 2.₆₅ 1 ₃ 22 9 ₅ ₅
14．職務行動と関係ない親近感から甘く評価する傾向があること 2.70 1 ₅ 22 ₅ 7 ₅
15．自分の若いころと比較して辛く評価する傾向があること 2.9₅ 1 ₆ 2₆ 4 ₃ ₅
16．直前の出来事で評価対象期間全体の評価をする傾向があること 3.10 1 1₃ 1₈ ₅ ₃ ₅
17．評価者と技能労働者等とのコミュニケーション不足で日常の職務行動が観察不
足であること 3.2₃ 4 1₃ 1₅ 4 4 ₅
18．部署異動により評価者が評価対象期間中に変わってしまうこと 2.₃₆ 0 1 2₃ 4 11 ₆
19．人事評価よりも目の前の仕事を優先していること 3.1₃ ₃ 11 17 4 4 ₆
20．仕事を休止してまで教育をする余裕がないこと 3.₃₆ 4 1₅ 14 ₃ ₃ ₆
21．人事評価の活用・推進・定着施策が不充分なこと 3.4₃ ₈ 9 1₆ ₆ 1 ₅
22．評価結果と処遇が連動していないこと 2.₈0 2 ₆ 17 12 ₃ ₅
23．評価基準が明確ではないこと 3.2₈ ₆ 10 1₅ 7 2 ₅
24．制度が複雑すぎてうまく運用できないこと 2.40 ₃ 1 1₆ 9 11 ₅
25．評価者と技能労働者等の信頼関係がないこと 2.₆₅ 0 ₃ 2₅ 7 ₅ ₅
26．評価者が人を育てるつもりで評価していないこと 2.₆₈ 1 ₆ 1₈ 9 ₆ ₅
27．仕事は人から盗むもので，人から教わるものではないという風習があること 3.₃₃ ₆ 11 1₅ ₆ 2 ₅
28．技能労働者等に成長する気がないこと 3.0₅ ₃ 10 1₅ 10 2 ₅
29．技能労働者等が個人主義で組織に交わろうとしていないこと 3.0₅ 1 12 17 ₈ 2 ₅
30．その他（ ）
８．人事評価を明文化しない理由（問８）
　人事評価を明文化しない理由について，自由記述で尋ねた結果が，表19である。
　これらをおおまかに整理すると以下のようになる。
　第１に，日常のコミュニケーションや面談で補うことができると考え，明文化の必要性を考慮していな
い企業があることである。例えば，「長年実施しているので全社員が熟知している」，「個人的には評価は
伝えてあるので必要はない」，「評価対象者が少ないので明文化する必要がない」，「評価対象項目は定期面
談で分かる」，「日頃のコミュニケーションでカバーできている」，「従業員の仕事の完成度，対応力，スピー
ドを日々判断している」，「毎日従業員がどのように何の仕事をしているかおおむね把握している」という
回答がある。
　これら以外にも，従来から評価行為が慣習的になっているために明文化の必要性を考慮していない企業
もある。例えば，「先代からの流れ。給与・賞与は役員だけでやってきた」，「職人の給料に差をつけない
という考え方が一般的だった。しかし，状況をみて，採用等も考慮し，制度をつくる必要性も考えている」，
「オーナー社長が多く，聖域と化している部分がある。改革を試行錯誤している最中である」，「顧客や同
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1₈．現状では勤続年数・取得資格・職長経験・企業への貢献度により経営管理職による感覚で評価しています。
19．明文化するノウハウがなく，どのように進めて良いか分からない。
　　給与・賞与は役員だけでやってきたため，他の社員を交えて考えることが難しい。
20．先代からの流れになっています。
21． 創業時より一緒に働いていることや，社長が従業員より若いこと等により細かい項目別評価ができていない。評価項
目をいくつか定めているが正しい評価かどうか不安である。
22． 社員の大半が専門技能労働者であり，それぞれの出来る作業種類や完成度，対応力，スピードを日々判断している（職
長）。又，それぞれの作業に必要な免許等の取得を評価に！
９．独自の取組と工夫（問９）
　人事評価に関する企業独自の取組や運用上の工夫について，自由記述で尋ねた結果が，表20である。
　これらをおおまかに整理すると以下のようになる。
　第１に，従業員の（評価に対する）納得をできるだけ得るように，具体的な施策を実施している企業が
あることである。例えば，「社員同士で（自分も含めて）点数を付けて集計して能力とする。ベテランも
新人も同じ採点」，「自分自身の職域のどこを評価されたいか，上司・経営者にどのような項目で評価した
いか，アンケート調査中」，「外国人も会議に参加させ，企業方針や給料査定のルール等を説明」，「公平を
期す為評価指標に基づいて実施」，「顧客の評価を重視していることを公表」，「評価の大きな基準に資格の
取得を促している」，「利益の1⊘4を社員に特別賞与として還元」，「経理の透明性を高める」，「職長とメンバー
が創り上げた製品に対する元請の評価は記録に残し参考としている。現場を任す」という回答がある。
　これら以外にも，人事評価の信頼関係が重要であるという観点からそれを促進する施策を実施している
企業もある。例えば，「評価する人の信頼が必要」，「のみ会（年４回）・経営理念の勉強会（月１回），輪
読会（稲盛和夫）・日報・日々の生産高の確認」，「経営者と従業員のコミュニケーション」，「現場など（の）
作業員たちにコミュニケーションをこまめに取り仕事や家族の話などをフレンドリーに話したりします。
上下関係など基本ありません。すきなことをいいあえる職場を作っております。現場は人と人で運営する
ものだと思っています」という回答がある。
　第２に，その一方で，取組方法が分からなかったり，うまく運用できずに苦慮したりしている企業があ
ることである。例えば，「工夫を学び，実施して自社を良くしたいのだが，やり方がわからない」，「古く
から外注職員もいて統一基準が上手く作れず，人事評価の運用もなかなか浸透していない」，「弊社におい
ては特になにもなく，今後の課題です」という回答がある。
表20　独自の取組と工夫
１． 社員同士で（自分も含めて）点数を付けて，それを集計して，個人の総合点を決め，能力（点数）とする。ベテラン
も新人も同じ採点資格で評価する。
２．工夫を学び，実施して自社を良くしたいのだが，やり方がわからない。
３． 独自ではないが，現在，自分自身の職域のどこを評価されたいか，上司・経営者にどのような項目で評価したいか，
アンケート調査中である。
４．評価する人の信頼が必要。
５． 当社の現場作業員は若手の外国人技能実習生が中心，また古くから外注職員もいて統一基準が上手く作れず，人事評
価の運用もなかなか浸透していない状況です。
　　独自の工夫としては外国人も会議に参加させ，企業方針や給料査定のルール等，説明しています。
　　 やはり，明文化しての説明，それも，日本人と同じ場に同列で参加させることは効果見られます。
６．弊社は人事評価を年３回実施しております。（賞与支給時（７・12月），昇進昇格時（４月））。
　　評価は公平を期す為評価指標に基づいて実施する。
７．評価の大きな基準に資格の取得を促している。顧客の評価を重視していることを公表し注意している。
８．利益の1⊘4を社員に特別賞与として還元している。経理の透明性を高めることで不公平感が出なくなった。
９． 各部署によって人事考課項目を変えています。更に３段階に分け，更に上下にランク分けするようにし，より効果を
具体的に評価できると思います。
10．のみ会（年４回）・勉強会（月１回）※理念，輪読会（稲盛和夫）・日報・日々の生産高の確認。
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11． 経営者と従業員のコミュニケーション（昇給，待遇等）を常に持ち，当面の問題点を認識し，専属の労務士さんと密
に連絡を持ち解決に向かう方法に心掛けている。
12．考えていることはあるが，今の時点では回答できません。
1₃．弊社においては特になにもなく，今後の課題です。
14． 私のやり方は，現場など（の）作業員たちにコミュニケーションをこまめに取り仕事や家族の話などをフレンドリー
に話したりします。上下関係など基本ありません。すきなことをいいあえる職場を作っております。現場は人と人で
運営するものだと思っています。
1₅． 特徴かどうかは・・・・現場を任す職長と，メンバーが創り上げた製品に対する元請の評価は記録に残し，参考としている。
10．傾向（共通性）分析
　以下では，上述のように各問の基本的な集計とは異なり，各問の中で個別の企業を対象に分析し，そこ
に共通的な，あるいは特徴的な結果を表示する。
⑴人事評価の施策における共通性
　問３では，人事評価の施策の取組状況を尋ねている。これについて，「20．自己啓発（資格取得等）へ
の支援や補助」は20社の企業が実施している。これらをみると，仕事は，その大半を有資格者のもとで実
施しているのが建設業界の特徴である。
⑵人事評価の項目重視度における共通性
　問４では，人事評価の項目の重視度を尋ねている。これについて，全項目に対する回答平均値の高い企
業は，「5.00（SN: ６）」，「4.91（SN:17）」，「4.88（SN: ５）」，「4.55（SN:23）」，「4.48（SN:25）」，「4.42（SN:24）」
である。ここで，上述の「SN：」はサンプル（＝回答企業）ナンバーを示す（以下この表記は本稿にお
いて共通である）。そして，これらが共通して高得点（５点尺度で５点を示す。以下この表記も本稿にお
いて共通である）をつけていたのは，「４．仕事の処理・対応の正確さ」，「５．事務（書類・資料作成）
の処理・対応能力の高さ」，「８．仕事に関する判断の速さ」，「11．仕事に関する責任感の強さ」，「13．自
己成長の意欲の強さ」，「14．顧客や取引先からの信頼の高さ」，「18．仕事の安全・品質・原価管理能力の
高さ」である。
　これらをみると，一般的ではあろうが，仕事に直接的な実務能力の高さを重視していることが分かる。
Ⅳ．調査の分析結果の要約と考察
１．要約
　本調査の分析結果の要約については，次のとおりである。
⑴人事評価の現状（問１）
　人事評価の現状について，本調査では，明文化された人事制度の有無（制定年），今後の改正予定につ
いて尋ねている。
①明文化と制定年
　明文化企業は「20」社，非明文化企業は「25」社である。大まかではあるが，人事評価を明文化してい
る状況は約半数である。明文化企業の制定年で最も古いのは「1980年」であり，最も新しいのは「2016年」
である（表２・３）。
②改正予定
　「改正の予定はない」企業が，選択肢２と４の合計「21」社であり，「改正したい」企業が，選択肢１と
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1₈．現状では勤続年数・取得資格・職長経験・企業への貢献度により経営管理職による感覚で評価しています。
19．明文化するノウハウがなく，どのように進めて良いか分からない。
　　給与・賞与は役員だけでやってきたため，他の社員を交えて考えることが難しい。
20．先代からの流れになっています。
21．創業時より一緒に働いていることや，社長が従業員より若いこと等により細かい項目別評価ができていない。評価項
目をいくつか定めているが正しい評価かどうか不安である。
22．社員の大半が専門技能労働者であり，それぞれの出来る作業種類や完成度，対応力，スピードを日々判断している（職
長）。又，それぞれの作業に必要な免許等の取得を評価に！
９．独自の取組と工夫（問９）
　人事評価に関する企業独自の取組や運用上の工夫について，自由記述で尋ねた結果が，表20である。
　これらをおおまかに整理すると以下のようになる。
　第１に，従業員の（評価に対する）納得をできるだけ得るように，具体的な施策を実施している企業が
あることである。例えば，「社員同士で（自分も含めて）点数を付けて集計して能力とする。ベテランも
新人も同じ採点」，「自分自身の職域のどこを評価されたいか，上司・経営者にどのような項目で評価した
いか，アンケート調査中」，「外国人も会議に参加させ，企業方針や給料査定のルール等を説明」，「公平を
期す為評価指標に基づいて実施」，「顧客の評価を重視していることを公表」，「評価の大きな基準に資格の
取得を促している」，「利益の1⊘4を社員に特別賞与として還元」，「経理の透明性を高める」，「職長とメンバー
が創り上げた製品に対する元請の評価は記録に残し参考としている。現場を任す」という回答がある。
　これら以外にも，人事評価の信頼関係が重要であるという観点からそれを促進する施策を実施している
企業もある。例えば，「評価する人の信頼が必要」，「のみ会（年４回）・経営理念の勉強会（月１回），輪
読会（稲盛和夫）・日報・日々の生産高の確認」，「経営者と従業員のコミュニケーション」，「現場など（の）
作業員たちにコミュニケーションをこまめに取り仕事や家族の話などをフレンドリーに話したりします。
上下関係など基本ありません。すきなことをいいあえる職場を作っております。現場は人と人で運営する
ものだと思っています」という回答がある。
　第２に，その一方で，取組方法が分からなかったり，うまく運用できずに苦慮したりしている企業があ
ることである。例えば，「工夫を学び，実施して自社を良くしたいのだが，やり方がわからない」，「古く
から外注職員もいて統一基準が上手く作れず，人事評価の運用もなかなか浸透していない」，「弊社におい
ては特になにもなく，今後の課題です」という回答がある。
表20　独自の取組と工夫
１．社員同士で（自分も含めて）点数を付けて，それを集計して，個人の総合点を決め，能力（点数）とする。ベテラン
も新人も同じ採点資格で評価する。
２．工夫を学び，実施して自社を良くしたいのだが，やり方がわからない。
３．独自ではないが，現在，自分自身の職域のどこを評価されたいか，上司・経営者にどのような項目で評価したいか，
アンケート調査中である。
４．評価する人の信頼が必要。
５．当社の現場作業員は若手の外国人技能実習生が中心，また古くから外注職員もいて統一基準が上手く作れず，人事評
価の運用もなかなか浸透していない状況です。
　　独自の工夫としては外国人も会議に参加させ，企業方針や給料査定のルール等，説明しています。
やはり，明文化しての説明，それも，日本人と同じ場に同列で参加させることは効果見られます。
６．弊社は人事評価を年３回実施しております。（賞与支給時（７・12月），昇進昇格時（４月））。
　　評価は公平を期す為評価指標に基づいて実施する。
７．評価の大きな基準に資格の取得を促している。顧客の評価を重視していることを公表し注意している。
８．利益の1⊘4を社員に特別賞与として還元している。経理の透明性を高めることで不公平感が出なくなった。
９．各部署によって人事考課項目を変えています。更に３段階に分け，更に上下にランク分けするようにし，より効果を
具体的に評価できると思います。
10．のみ会（年４回）・勉強会（月１回）※理念，輪読会（稲盛和夫）・日報・日々の生産高の確認。
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３の合計「23」社であり，約半分ずつである。なお，「うまく運用している」企業が選択肢１と２の合計「30」
社であり，約３分の２である（表４）。
⑵人事評価の目的と効果（問２）
①目的
　上位項目の４つ（同数値あり）は，①「１．給与（諸手当を含む）の判定をするため（4.29）」，②「３．
賞与を判定するため（4.17）」，③「２．昇進・昇格を判定するため（4.00）」，③「４．自社への貢献（可
能性を含）を判定するため（4.00）」である。
　下位項目の３つは，その数値（平均値）が高くなる順に，①「８．社内異動を判定するため（2.05）」，②「20．
社内・外研修への参加を判定するため（2.51）」，③「10．職場内でのコミュニケーション能力の向上をは
かるため（2.60）」である（表５）。
②効果
　上位項目の３つは，①「１．給与（諸手当を含む）の判定をするため（3.65）」，②「３．賞与を判定す
るため（3.58）」，③「２．昇進・昇格を判定するため（3.31）」である。ただし，数値はそれほど高くはな
く，それほどの効果を評価していない企業が多い。
　下位項目の３つは，その数値（平均値）が低くなる順に，①「８．社内異動を判定するため（2.23）」，②「20．
社内・外研修への参加を判定するため（2.39）」，③「23．全社的な活動への参加の積極性の向上をはかる
ため（2.55）」である（表６）。
⑶人事評価の施策（問３）
　上位項目の３つ（同回答数あり）は，①「６．面談（20）」，①「20．自己啓発（資格取得等）への支援
や補助（20）」，③「１．目標管理（16）」である。
　下位項目の４つ（同回答数あり）は，①「16．技能労働者等への人事評価方法の説明会を開催（1）」，①「17．
技能労働者等へ昇進・昇級方法の説明会を開催（1）」，①「18．技能労働者等へ給与決定方法の説明会を
開催（1）」，①「19．技能労働者等へ賞与決定方法の説明会を開催（1）」である（表７）。
⑷人事評価の項目の重視度（問４）
　全項目について，「３」点以上であり，重視していることが分かる。
　上位項目の４つ（同回答数あり）は，①「11．仕事に関する責任感の強さ（4.54）」，②「14．顧客や取
引先からの信頼の高さ（4.51）」，③「４．仕事の処理・対応の正確さ（4.33）」，③「６．専門性（知識・
仕事経験）（4.33）の高さ」である。
　下位項目の３つは，その数値（平均値）が高くなる順に，①「25．自社経営数字への理解の高さ（3.23）」，
②「21．自社の社会貢献活動への理解の高さ（3.32）」，③「22．自社経営理念や方針への理解の高さ（3.33）」
である（表８）。
⑸人事評価の面談の実施状況（問５）
　面談を実施している企業は64.1％あるが，その一方で，実施していない企業が35.9％もあり，特徴的で
ある。
①頻度　
　最も多い回答は，①「３．６ヶ月に１度程度（₈）」と，①「４．12 ヶ月に１度程度（₈）」である（表９）。
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②時間（１回あたり）
　最も多いのは，①「２．30分程度（11）」であり，面談を実施している企業の中で44.0％である。次に，
②「１．15分程度（10）」であり40.0％である（表10）。
③場所
　最も多い回答は，①「３．社内（応接室・会議室）（16）」であり，64.0％を占める。その一方で，「１．
立ち話（₃）」，あるいは社外で面談を実施する企業が少ない（表11）。
④重視項目
　上位項目の３つ（同数値あり）は，①「10．技能労働者等への励まし（4.04）」，②「３．課題解決に向
けた今後の行動（3.92）」，②「９．会社に対する要望（3.92）」である。
　下位項目の３つは，①「５．技能労働者等の自己評価（3.23）」，②「７．評価結果に伴う処遇（3.38）」，
③「６．自己評価と評価者からの評価の不一致点のすり合わせ（3.42）」である（表12）。
⑤問題
　上位項目の３つ（同数値あり）は，①「10．評価者に部下を成長させるビジョンがないこと（3.08）」，②「４．
評価者が明確に評価内容を説明できないこと（3.00）」，②「９．自己評価と評価者の評価の不一致点が理
解しあえないこと（3.00）」である。ただし，数値はそれほど高くはない。
　下位項目の３つは，①「１．評価者と技能労働者等のスケジュールが確保できないこと（2.48）」，②「３．
評価と関係ない話題で終始すること（2.52）」，③「７．技能労働者等の自己評価アピールに終始すること
（2.64）」である（表13）。
⑹人事評価の運用（問６）
①評価者
　技能労働者等の一般職層の評価者は，①「１．社長（33）」，②「２．役員（17）」，③「４．上司（16）」
である。管理職層の評価者は，①「１．社長（30）」，②「２．役員（16）」，③「３．人事担当（₆）」であ
る。経営者層の評価者は，①「１．社長（27）」，②「２．役員（₈）」である（表14）。
②回数（年間）
　最も多い回答は，「１．１回（16）」，次に多い回答は，「２．２回（13）」と，２回以内が74.3％と約４分
の３を占める（表15）。
③方法の異同
　「１．人事評価の方法は同じ」と回答した企業は，「23社57.5％」であるが，その一方で，「２．人事評
価の方法は異なる」と回答した企業は，「17社（42.5％）」である（表16）。
④昇給・昇級（昇格）／降給・降級（降格）
　最も多い回答は，①「１．昇給（34）（75.6％）」であり，次に，②「２．昇級（昇格）（18）」が高い。
回答した企業の約４分の３が人事評価を昇給に採用し，約半数が昇級（昇格）に採用している（表17）。
⑺人事評価の課題（問７）
　上位項目の３つは，①「10．人事評価をできるスタッフが少ないこと（3.72）」，②「21．人事評価の活用・
推進・定着施策が不充分なこと（3.43）」，③「20．仕事を休止してまで教育をする余裕がないこと（3.36）」
である。ただし，数値はそれほど高くない。
　下位項目の４つ（同数値あり）は，①「18．部署異動により評価者が評価対象期間中に変わってしまう
こと（2.36）」，②「24．制度が複雑すぎてうまく運用できないこと（2.40）」，③「13．職務に関係ない私
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３の合計「23」社であり，約半分ずつである。なお，「うまく運用している」企業が選択肢１と２の合計「30」
社であり，約３分の２である（表４）。
⑵人事評価の目的と効果（問２）
①目的
　上位項目の４つ（同数値あり）は，①「１．給与（諸手当を含む）の判定をするため（4.29）」，②「３．
賞与を判定するため（4.17）」，③「２．昇進・昇格を判定するため（4.00）」，③「４．自社への貢献（可
能性を含）を判定するため（4.00）」である。
　下位項目の３つは，その数値（平均値）が高くなる順に，①「８．社内異動を判定するため（2.05）」，②「20．
社内・外研修への参加を判定するため（2.51）」，③「10．職場内でのコミュニケーション能力の向上をは
かるため（2.60）」である（表５）。
②効果
　上位項目の３つは，①「１．給与（諸手当を含む）の判定をするため（3.65）」，②「３．賞与を判定す
るため（3.58）」，③「２．昇進・昇格を判定するため（3.31）」である。ただし，数値はそれほど高くはな
く，それほどの効果を評価していない企業が多い。
　下位項目の３つは，その数値（平均値）が低くなる順に，①「８．社内異動を判定するため（2.23）」，②「20．
社内・外研修への参加を判定するため（2.39）」，③「23．全社的な活動への参加の積極性の向上をはかる
ため（2.55）」である（表６）。
⑶人事評価の施策（問３）
　上位項目の３つ（同回答数あり）は，①「６．面談（20）」，①「20．自己啓発（資格取得等）への支援
や補助（20）」，③「１．目標管理（16）」である。
　下位項目の４つ（同回答数あり）は，①「16．技能労働者等への人事評価方法の説明会を開催（1）」，①「17．
技能労働者等へ昇進・昇級方法の説明会を開催（1）」，①「18．技能労働者等へ給与決定方法の説明会を
開催（1）」，①「19．技能労働者等へ賞与決定方法の説明会を開催（1）」である（表７）。
⑷人事評価の項目の重視度（問４）
　全項目について，「３」点以上であり，重視していることが分かる。
　上位項目の４つ（同回答数あり）は，①「11．仕事に関する責任感の強さ（4.54）」，②「14．顧客や取
引先からの信頼の高さ（4.51）」，③「４．仕事の処理・対応の正確さ（4.33）」，③「６．専門性（知識・
仕事経験）（4.33）の高さ」である。
　下位項目の３つは，その数値（平均値）が高くなる順に，①「25．自社経営数字への理解の高さ（3.23）」，
②「21．自社の社会貢献活動への理解の高さ（3.32）」，③「22．自社経営理念や方針への理解の高さ（3.33）」
である（表８）。
⑸人事評価の面談の実施状況（問５）
　面談を実施している企業は64.1％あるが，その一方で，実施していない企業が35.9％もあり，特徴的で
ある。
①頻度　
　最も多い回答は，①「３．６ヶ月に１度程度（₈）」と，①「４．12 ヶ月に１度程度（₈）」である（表９）。
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生活も評価に影響させること（2.65）」，③「25．評価者と技能労働者等の信頼関係がないこと（2.65）」で
ある（表18）。
⑻人事評価を明文化しない理由（問８）
　第１に，日常のコミュニケーションや面談で補うことができると考え，明文化の必要性を考慮していな
い企業があることである。これら以外にも，従来から評価行為が慣習的になっているために明文化の必要
性を考慮していない企業もある。第２に，現状の感覚的な評価方法に問題がないこと，逆に，評価項目や
明文化することへの不安（疑問）があるがために明文化を考慮していない企業があることである。第３に，
以前は明文化していたが，諸事情により明文化の必要性を考慮しなくなった，あるいは成果（効果）が把
握できず，廃止した企業があることである（表19）。
⑼独自の取組と工夫（問９）
　第１に，納得感を高める行動をとっている企業が多いことである。これら以外にも，人事評価の具体的
行動ではないものの，信頼関係が重要と感じている企業もある。第２に，取組方法が分からなかったり，
うまく運用できず悩んだりしている企業があることが分かる（表20）。
２．考察
　以上より，以下の考察を提示することができる。
⑴人事評価の現状
①明文化と制定年
　本調査では，明文化企業より非明文化企業が多く，明文化年も近年が多い。これは，昨今のコンプライ
アンス順守の影響と考えられる。
②改正予定
　本調査では，「改正の予定はない」企業と「改正を考慮している」企業が約半数ずつである。これは，
明文化の意義と，その有無とマネジメントおよび成果との間にとくに強い関連を見出していないことによ
ると考えられる。
⑵人事評価の目的と効果
①目的
　本調査では，従業員個々の処遇の判断・決定という目的が多い。これは，人的資源管理の活用ツールと
しての側面が弱く，従来の評価判定ツールとしてのみマネジメント価値を見出していることによると考え
られる。
②効果
　本調査では，強い効果を考慮していない企業が多い。これは，人事評価が組織成果や従業員の行動に直
接的に，効率的に影響を与えるマネジメント施策として，考慮されていないことによると考えられる。
⑶人事評価の施策
　本調査では，処遇の判定以外に，人事評価の情報に関する施策（説明会，社内公開），評価内容のフィー
ドバックを実施している企業も少ない。よって，企業から従業員への人事評価に関する情報提供について
は，一方向・偏在的である。これは，上述の目的から推測されることであるが，人事評価のマネジメント
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施策としての一面的な評価によると考えられる。
　なお，面談について，柳澤（2014）は，その主目的として成果に関するフィードバックや評価に基づく
処遇に関する話し合いを指摘しているが，本調査では，奨励やカウンセリング機能のような面談を実施し
ていることが判明している。
⑷人事評価の項目の重視度
　本調査では，仕事に関する責任感の強さ・処理・対応の正確さ・専門性の高さ，および他者の信頼性確
保を重視している。これは，組織成果と直接的に関連し，評価（測定）しやすいことによると考えられる。
⑸人事評価の面談の実施状況
①頻度
　本調査では，「６ヶ月」あるいは「12 ヶ月（１年）」に１回程度が多い。これは，給与や賞与や昇進・
昇格の判定の目的が重視されているとすれば，それら以外に実施されることは少ないと考えられる。
②時間（１回あたり）
　本調査では，多くの企業の場合「30分程度」以内が多い。これは，評価処遇の説明というよりはむしろ
奨励という側面が強いことによると考えられる。
③場所
　本調査では，「社内（応接室・会議室）」などで実施されることが多い。これも，上述のように評価処遇
の説明というよりはむしろ奨励という側面が強いことによると考えられる。
④重視項目
　本調査では，技能労働者等への奨励，課題解決や要望が多い。これも，上述と同様に考えられる。
⑤問題
　本調査では，評価者に関する問題（ビジョン，説明力等）が多い。ただし，数値からみるとそれほど大
きな問題でなく，上述のようにマネジメント施策としての評価によると考えられる。
⑹人事評価の運用
①評価者
　本調査では，社長がすべての職位層に対しての人事評価の評価者であり，さらに他の評価者の職位層と
比較しても多い。これは，企業の規模（従業員数の平均は32名，技能労働者等の平均は22.6名）が影響し
ていると考えられる。また，山口（2012）が指摘しているように，経営者上位職層による集権的な管理方
式も影響していると考えられる。
②回数（年間）
　本調査では，２回までが多い。これは，上述の目的が給与や賞与判定が主であることが影響していると
考えられる。
③方法の異同
　本調査では，過半数の企業は同じ評価方法を採用しているが，その一方で，半数近くの企業には差異が
ある。これは，仕事内容には，その専門性に大きな差異があるとはいえ，それを正確に評価する方法をま
だ確立していないことによると考えられる。
④昇給・昇級（昇格）／降給・降級（降格）
　本調査では，主に昇給・昇級（昇格）に採用している企業が多い。これは，一般的であるが，その一方
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生活も評価に影響させること（2.65）」，③「25．評価者と技能労働者等の信頼関係がないこと（2.65）」で
ある（表18）。
⑻人事評価を明文化しない理由（問８）
　第１に，日常のコミュニケーションや面談で補うことができると考え，明文化の必要性を考慮していな
い企業があることである。これら以外にも，従来から評価行為が慣習的になっているために明文化の必要
性を考慮していない企業もある。第２に，現状の感覚的な評価方法に問題がないこと，逆に，評価項目や
明文化することへの不安（疑問）があるがために明文化を考慮していない企業があることである。第３に，
以前は明文化していたが，諸事情により明文化の必要性を考慮しなくなった，あるいは成果（効果）が把
握できず，廃止した企業があることである（表19）。
⑼独自の取組と工夫（問９）
　第１に，納得感を高める行動をとっている企業が多いことである。これら以外にも，人事評価の具体的
行動ではないものの，信頼関係が重要と感じている企業もある。第２に，取組方法が分からなかったり，
うまく運用できず悩んだりしている企業があることが分かる（表20）。
２．考察
　以上より，以下の考察を提示することができる。
⑴人事評価の現状
①明文化と制定年
　本調査では，明文化企業より非明文化企業が多く，明文化年も近年が多い。これは，昨今のコンプライ
アンス順守の影響と考えられる。
②改正予定
　本調査では，「改正の予定はない」企業と「改正を考慮している」企業が約半数ずつである。これは，
明文化の意義と，その有無とマネジメントおよび成果との間にとくに強い関連を見出していないことによ
ると考えられる。
⑵人事評価の目的と効果
①目的
　本調査では，従業員個々の処遇の判断・決定という目的が多い。これは，人的資源管理の活用ツールと
しての側面が弱く，従来の評価判定ツールとしてのみマネジメント価値を見出していることによると考え
られる。
②効果
　本調査では，強い効果を考慮していない企業が多い。これは，人事評価が組織成果や従業員の行動に直
接的に，効率的に影響を与えるマネジメント施策として，考慮されていないことによると考えられる。
⑶人事評価の施策
　本調査では，処遇の判定以外に，人事評価の情報に関する施策（説明会，社内公開），評価内容のフィー
ドバックを実施している企業も少ない。よって，企業から従業員への人事評価に関する情報提供について
は，一方向・偏在的である。これは，上述の目的から推測されることであるが，人事評価のマネジメント
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で，降給・降級にも採用している企業が少なからずあり，これは意思決定が早いという中小企業の特徴に
よると考えられる。
⑺人事評価の課題
　本調査では，スタッフ不足，仕組み構築の不充分さ，教育不足が多い。ただし，数値が低く，それほど
大きな問題ではない。これは，上述したようにマネジメント施策としての評価によると考えられる。
⑻人事評価を明文化しない理由
　本調査では，従業員の納得感やコミュニケーションの向上に努め，また明文化そのものの必要性を考慮
していない企業が多い。これは，スパン・オブ・コントロールからすれば中小企業に時に見受けられるマ
ネジメント・スタイルによると考えられる。
⑼独自の取組と工夫
　本調査では，従業員の納得感やコミュニケーションの向上を可能にする施策が多い。これは，情報の公
開性や制度設計への参加度を高めることで，従業員の納得性を向上させることが可能になると考えられる。
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で，降給・降級にも採用している企業が少なからずあり，これは意思決定が早いという中小企業の特徴に
よると考えられる。
⑺人事評価の課題
　本調査では，スタッフ不足，仕組み構築の不充分さ，教育不足が多い。ただし，数値が低く，それほど
大きな問題ではない。これは，上述したようにマネジメント施策としての評価によると考えられる。
⑻人事評価を明文化しない理由
　本調査では，従業員の納得感やコミュニケーションの向上に努め，また明文化そのものの必要性を考慮
していない企業が多い。これは，スパン・オブ・コントロールからすれば中小企業に時に見受けられるマ
ネジメント・スタイルによると考えられる。
⑼独自の取組と工夫
　本調査では，従業員の納得感やコミュニケーションの向上を可能にする施策が多い。これは，情報の公
開性や制度設計への参加度を高めることで，従業員の納得性を向上させることが可能になると考えられる。
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